
氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平

政党名 NHK党　ガーシー党 NHK党 無所属 日本共産党 無所属 参政党 自民党

１. 新型コロナウィルスの対
応についておたずねします。
医療体制や保健所の体制など
についてどのようにお考えで
すか。（いずれかをお選びく
ださい）①医療体制について

不充分だ どちらともいえない 不充分だ 不充分だ 不充分だ 充分である

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

新型コロナが優先さ
れ、一般の患者の診
察、処置などが後回
しにされている。

情報公開が不十分で
あると考える

現在においても感染拡大が起こるたび
に医療体制がひっ迫している。

新型コロナウイルス感染症の拡大と、
そのなかで起こった医療崩壊は、日本
の医療体制がいかに脆弱になっている
かを明らかにしました。自公政権はこ
の20年もの間、社会保障予算の「自然
増」を、毎年、数値目標を決めて削減
し続けました。そのもとで感染症病床
が半分になってしまうなど医療体制は
弱体化し、保健所も半分に減らされま
した。新型コロナの脅威から、国民の
命と健康を守るための緊急対策を進め
るとともに、長期にわたって壊されて
きた医療の基盤を再生・強化する改革
を進めなければなりません。

公立と民間病院の役
割分担、検査体制、
福祉施設への支援の
不足など、課題が露
呈している。

現在コロナウイルス
自体の危険性がそれ
ほど高くないから

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

②   保健所体制について（い
ずれかをお選びください）

不充分だ どちらともいえない 不充分だ 不充分だ 不充分だ 充分である

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

職員の人数に対して
の仕事量が多すぎる
上に
効率的ではない。

わからない
上記と同じく、感染拡大が起きるたび
業務ひっ迫が起きている。

自公政権による保健所統廃合で、保健
所は半分に減らされ、そこにコロナ危
機で膨大な業務量が押し寄せ、感染者
をつかむことも、必要なサポートをす
ることもできなくなってしまいまし
た。保健所体制の緊急の強化が必要で
す。

マンパワーが足りて
いない。

現在コロナウイルス
自体の危険性がそれ
ほど高くないから

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

③  新型コロナウィルスの影
響により、中小企業や商店の
廃業や職を失った人も多いの
が現状ですがこのような状況
に対する対策についてどのよ
うにお考えかお聞かせくださ
い。（いずれかをお選びくだ
さい）

不充分だ どちらともいえない 不充分だ 不充分だ 不充分だ 不充分だ

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

保証を早く、広範囲
に認めるべき。

わからない

支援が業種により偏りが感じられる。
すべてを助けることは難しいが、例え
ば、飲食店やその食材等の仕入れ先に
支援するのであれば、代行運転業など
にも支援枠があってもよいのではと思
う。

くりかえし緊急事態宣言などがだされ
ているのに、持続化給付金・家賃支援
給付金も、国民への特別給付金も一回
だけです。コロナ危機で仕事や所得が
減少し、生活が困窮している人も少な
くありません。いわゆる中間層にも
ボーナスや賃金の減少が広がり、教育
費負担や住宅ローンの重い負担もあ
り、コロナによる生活悪化が起きてい
ます。しっかりした支援が必要です。

規模も足りないが、
実情に沿った支援策
が講じられていな
い。

新型コロナウイルス
に対する正しい情報
を提供しないため、
経済活動とのバラン
スを欠いたから。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

２．ILOによると、調査対象
国101ヵ国中、59ヵ国
（58%）が全国一律最低賃金
制度を導入し、発達した資本
主義国で最低賃金法制を定め
ている国のほとんどが全国一
律制度を採用しています。私
たち静岡県労働組合評議会
は、全国一律1,500円の最低
賃金を求めています。今後、
最低賃金をどのようにすべき
だとお考えでしょうか。ま
た、選んだ回答の理由をお聞
かせください。

妥当な金額 どちらともいえない 安すぎる 安すぎる 安すぎる 安すぎる

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

私たち静岡県労働組合評議会
は全国一律１５００円の最低
賃金を求めています。今後、
最低賃金をどのようにすべき
だとお考えでしょうか。ま
た、上記の回答を選んだ回答
の理由をお聞かせください。

同一労働同一賃金の
原則より、全国一律
であるべき

賃金等は企業や個人
の成長によるものだ
と考える、それより
も生活保護等セーフ
ティーネットの拡充
や周知が重要だと考
える。

少なくとも1000円以上に引き上げるべ
き。現在、インフレ傾向にあり早急な
賃上げが必要だと感じている。

全国一律1500円を実現すべきです。全
労連の生計費調査でも、全国どこでも
時給1500円から1600円必要との結果が
でています。いま物価高騰のもと、賃
金の引き上げはまったなしです。引き
上げにあたっては、中小企業支援を
セットでおこなうことが必要です。

引き上げるべき。た
だ、103万円や130万
円の壁も同時に改革
する必要がある。

最低賃金のみならず
日本人の平均所得そ
のものを他の先進国
並みにするよう、
しっかりとした道筋
を用意すべき。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

３.  年金についておたずねし
ます。今年４月に支給額が
0.4％引き下げられ、２年連
続の引き下げになりました。
物価が高騰している中での引
き下げでした。引き下げにつ
いてどのようにお考えです
か。（いずれかをお選びくだ
さい）

引き下げるべきでは
ない

引き下げるべきでは
ない

引き下げるべきではない 引き下げるべきではない どちらともいえない どちらともいえない

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

年金の物価変動やマクロ経済
スライドなどの調整方法を含
め年金のあり方についてどの
ようにお考えですか。上記の
回答を選んだ理由と合わせて
お聞かせください。

年金は所得と考え
る。年金を下げると
いうことは、所得を
下げるということ。
私は公約で年金を2倍
にすることを掲げて
いる。現代版所得倍
増計画である。
日本人がどんどん貧
しくならないように
年金は、下げるべき
ではない。

難しい事はわからな
いが約束を守るとい
う事が日本人として
の当たり前の感覚で
あると考える、

マクロ経済スライドは、物価上昇に対
しての連動がない。現役世代の負担軽
減は必要だが、現在のように物価上昇
に賃金アップが追い付いていない時の
ことも考慮すべき。

物価が上がるときにも下がるような年
金では、ますます信頼が失われ、制度
を持続不可能にしてしまいます。年金
が下がれば消費が冷え込み、地域経済
が疲弊し、現役世代の賃金にも波及
し、その結果また年金が下がる悪循環
になります。物価が上がるときにも年
金が下がる仕組みは見直すべきです。
高齢者も将来世代も安心できる年金制
度へ抜本改革することこそ必要です。

働く世代の賃金を上
げることにより、年
金も上げていくこと
が大事。また厚生年
金の適用拡大を進め
るべき。

年金制度自体に無理
がある以上、根本的
な制度の見直しが必
要。正しい情報を提
供し、若者たちの未
来を含めて検討すべ
き。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。



氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平

政党名 NHK党　ガーシー党 NHK党 無所属 日本共産党 無所属 参政党 自民党

４. 75歳以上の医療費引き上
げについておたずねします。
2022年10月から一定以上の収
入がある75歳以上の高齢者の
医療費の窓口負担を１割から
２割に引き上げることになっ
ています。どのようにお考え
ですか。（いずれかをお選び
ください）

妥当である どちらともいえない 妥当である 引き上げるべきではない 妥当である 妥当である

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

支払う余裕がある人
は支払ってもらう
ただし、一定以上の
収入、の定義を
年収1,000万円以上に
すべき

わからない

令和4年の予算案で75歳以上の後期高
齢者の医療費は総額約18.4兆円となっ
ております。今後、団塊の世代が75歳
以上となり始め、さらなる医療費の増
大が見込まれています。 後期高齢者の
医療費のうち、窓口負担を除いて約４
割は現役世代の負担となっており、今
後も拡大していく見通しとなっている
ため全面的に賛成ではありませんが一
定の所得がある高齢者の方については
負担増は避けられないのではと考えま
す。

そもそも後期高齢者医療制度は、国民
を年齢で区切り、高齢者を別枠の医療
保険に強制的に囲い込んで、負担増と
差別医療を押しつける稀代の悪法で
す。2008年の制度導入以来、6回にわ
たる保険料値上げが実施され、高齢者
の生活を圧迫する重大要因となってい
ます。保険料・窓口負担の引き上げを
やめさせ、差別と負担増の制度を廃止
し、元の老人保健制度に戻します。減
らされてきた高齢者医療への国庫負担
を抜本的に増額し、高齢者・国民の負
担軽減を推進します。

該当者は２割程度で
ある。

若者への比重を高く
すべき。予防医療を
もっと行い、医療費
削減を行う必要があ
る。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

５．賃金引き上げについてお
たずねします① 公務員賃金
は民間準拠方式に基づいて人
事院勧告が行われ決定しま
す。地方公務員の多くは勧告
に沿ったかたちで決定されて
います。公務員の賃上げにつ
いてどのようにお考えです
か。

民間並みというの
は、民間に合わせる
ことであるが、公務
員は公務員独自の
テーブルで行うべ
き。

特に問題は無いと考
える

民間の給料は当然、景況で左右されま
す。人事院勧告による民間準拠方式は
多少の時差は生じてしまうものの妥当
な方法であると思います。

アベノミクスで経済が悪化した最大の
要因は賃金が上がっていないことで、
公務員も例外ではありません。いま新
型コロナ禍や物価高騰などのもと、賃
上げこそが求められています。また、
公務職場には時給で働き、３年ごとに
求職活動をしなければならない非常勤
職員が多数いることや、高卒の常勤職
員の初任給が最低賃金を割り込む地域
が増えています。正規職員化をはじめ
処遇改善が必要です。

民間も公務員も低す
ぎる現状を改め、賃
上げを行うべき。

当面はそれで良いと
思う。ただし職場に
よって仕事内容の差
が激しいため、働き
方や賃上げはしても
いいと思う。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

②  中小企業の賃上げについ
てどのようにお考えでしょう
か。

ベアと定昇はわけて
考えるべき
ちゃんとベアと定昇
の二段構えで上げる
べき

労働者としては賃上
げされた方がいいん
じゃないですか

国内の99.7％が中小企業であり、そこ
で働く皆様の賃上げは国内経済の発展
に対して最も重要だと感じておりま
す。

社会保険料の企業負担分など、赤字企
業も負担している固定経費を軽減し、
その分が賃上げに回るようにして、中
小企業・中堅企業を支援します。自公
政権のやっている「賃上げ減税」は、
黒字企業しか対象にならず、黒字が大
きい企業ほど減税額も大きくなりま
す。もともと賃上げできる体力を持っ
た企業が大きな支援を受けることにな
り、賃上げ支援の効果はきわめて限定
的です。支援額を抜本的に拡大すると
ともに、本当に必要な企業への支援に
して賃上げを促進します。

絶対に必要。そのた
めに、物価高などの
賃上げ阻害要因を除
去し、かつ労働生産
性を高めるための会
社の投資に積極的な
支援を施す必要があ
る。

したくてもできない
のでは？大企業の考
え方をあらためる必
要もある

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

③  ケア労働者の処遇改善の
名目で国が予算化し、保育士
等・幼稚園教諭、介護・障害
福祉職員を対象に「収入を
３％程度（月額 9,000
円）」、看護師はコロナ対応
者に限定して「収入を１％程
度（月額 4,000 円）」の引き
上げが２月から９月の期間で
実施されました。このことに
ついてどのようにお考えです
か。また、10月以降の処遇が
明らかではありませんがどの
ようにしたら良いとお考えで
すか。

コロナ対策予算であ
れば、コロナが収
まったら廃止は理解
できるが、コロナが
収束していないのに
廃止は理解できな
い。
その問題と、もとも
と給与が低い業界、
という問題は切り離
して考えるべき。

わからない

現在においても、人員不足が深刻であ
り処遇改善は当然だと考える。また、
これで十分だとも思っていない。当然
10月以降も継続していくべきだと考え
ます。

一部の職員だけに対象が限定されてい
るだけでなく、申請期間が短く手続き
が間に合わない事態も懸念され、１０
月以降の制度継続の見通しが不明確と
なっています。補助金の対象者が限定
され、金額が不十分です。コロナ禍で
奮闘している方々が理不尽な線引きで
分断されないよう、すべてのケア労働
者への支援をおこなうべきです。医
療・介護・福祉の労働者の賃金引き上
げは、コロナ対策だけでなく、現場で
働き続ける意欲を保っていくことにも
つながっていきます。すべてのケア労
働者の抜本的な賃金改善が図られるよ
う制度の改善が必要です。

引き続き行うべきだ
が、事業所の社会保
険料負担増には注意
する必要がある。

まだ少ないと思う、
これなども根本的な
見直しが必要

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

６．公契約条例・公契約法の
制定についておたずねしま
す。静岡県はすでに公契約条
例を制定しました。県内の自
治体によって対応が違ってい
ます。公契約条例は必要で
しょうか。（いずれかをお選
びください）

必要 どちらともいえない 必要 必要 必要 必要

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

公共サービスの品質
確保になる。
雇用を創出する。
競争が生まれよりよ
くなる。

勉強中です

新型コロナウイルスの感染拡大によ
り、私たちの日常生活に必要不可欠な
仕事を担う従事者（エッセンシャル
ワーカー）の存在が注目されていま
す。エッセンシャルワーカーである現
場従事者の賃金水準を守り、ダンピン
グ受注を排除し、新型コロナで注目さ
れているSDGs、労働施策総合推進法
等を地域の政策に取り入れて地域の活
性化を図っていくためにも、公契約条
例法の制定は重要だと考えます。

発注する公的機関と受注者等の間で結
ばれる契約において、生活できる賃金
をはじめ、人間らしく働くことのでき
る労働条件を保障するためにも必要で
す。現場労働者の賃金水準は、改善の
傾向にあるものの、末端の労働者まで
反映していない実態があります。業界
団体に要請しただけでは、確実な賃上
げを保証する仕組みがないからです。
重層的下請け構造による「中抜き」の
常態化の是正、ダンピング受注の排除
などが必要です。そのため、末端の一
人親方・労働者の適正賃金額や労働条
件を決めて、元請け業者に支払い等を
義務づけなければなりません。

適切な報酬が得られ
ることが大切。県議
会議員時代には、政
調会長として条例制
定に関わってきた。
ただ、理念条例に近
いので、実効性を確
保する必要がある。

現場従事者の賃金水
準を守るため

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。



氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平
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７．ジェンダー平等について
おたずねします。① 世界経
済フォーラムが2021年3月に
公表した各国における男女格
差を測るジェンダーギャップ
指数が発表されました。「経
済」「政治」「教育」「健
康」の４つの分野のデータか
ら作成され、０が完全不平
等、１が完全平等を示してお
り、日本は2021年の日本の総
合スコアは0.656、順位は156
か国中120位（前回は153か国
中121位）でした。日本の
ジェンダーギャップについて
どのようにお考えですか。
（いずれかをお選びくださ
い）

解消する必要がある どちらともいえない 解消する必要がある 解消する必要がある 解消する必要がある 解消する必要がある

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

平等に近づけるのは
政治の役割であり
推進すべきである。
特に女性の社会進出
を増やすには
子育て負担の軽減を
行わないといけな
い。
私の公約として子供
に月8万円、年間100
万円、22年で2,200万
円を支給する案を出
している。
子育てを軽減するた
めの予算としてい
る。

わからない

日本は社会的概念(仕事は男性が行い、
女性は家庭を守るものと言った固定的
な考えが社会に根強い)を変える必要が
ある。

世界でも異常な日本のジェンダー平等
の遅れには、自民党政治が明治時代に
強化されたジェンダー差別の構造を今
日まで引き継いでいることに大もとが
あります。「男性が主、女性は従」
「女性は結婚したら家に入る」など、
明治憲法下の家父長制の日本を「美し
い国」だったと考える人たちが政権の
中枢にすわっているために、選択的夫
婦別姓も、同性婚・ＬＧＢＴ平等法
も、実現がはばまれ続けています。ま
た、女性を安上がりの労働力として利
用したいという財界の意向のままに、
自民党政治が女性差別の構造を幾重に
も積み重ねてきました。とくにこの
間、女子保護規定の撤廃、派遣労働の
全面解禁、労働時間規制の緩和などの
雇用破壊が進み、子どもがいる女性は
非正規を選ばざるを得ない状況に追い
込まれてきました。これをたちきり、
全国津々浦々で湧きおこっている運動
と声なき声に「ともにある」という姿
勢で連帯して、ジェンダー平等の新し
い日本を切り開くために力を尽くしま
す。

人権上の問題もある
が、ジェンダー平等
は国際競争力にも相
関するため、解消は
必要不可欠。

優秀で有能な人材を
純粋に登用すれば自
然と女性の数は増え
るはずだから。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

②  賃金ジェンダーギャップ
についてどのようにお考えで
すか。（いずれかをお選びく
ださい）

格差があり問題であ
る

どちらともいえない 格差があり問題である 格差があり問題である
格差があり問題であ
る

格差があり問題であ
る

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

同一労働同一賃金の
原則により
ジェンダー格差があ
ることはおかしい

わからない

私自身、アナウンサー当時から感じて
いたが同じ仕事であっても男女は同じ
給料にならない。このことが、社会で
も活躍したいと願う女性のモチベー
ション低下につながっている。

賃金の平等は、ジェンダー平等社会を
築くうえでの土台中の土台です。ＥＵ
（欧州連合）では、女性の賃金は男性
の８～９割になっていますが、この格
差を重大な問題として今年３月、男女
の賃金格差公表を企業に義務づけ、透
明化をテコに是正させる「ＥＵ指令
案」を発表しました。是正しない企業
への罰金、ペナルティーも含まれてい
ます。日本でも、格差を公表させるこ
とが一番の解決策とくり返し求めるな
か、やっと企業にたいして男女の賃金
格差の公表を義務付けることが決まり
ました。さらに一歩進めるために、公
表を徹底するとともに、格差是正の目
標を政府がもち、企業に格差是正計画
の作成を義務づけ、国がその実施を促
す仕組みをつくることが必要です。

賃金格差が小さくな
るほど、会社の生産
性は上がる。早急に
解消すべき。

それはそうでしょ

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

８．選択的夫婦別姓について
どのようにお考えですか。
（いずれかをお選びくださ
い）

賛成 反対 賛成 賛成 賛成 賛成

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

賛成だが、結婚した
ら名字を統一すると
いう日本古来の文化
はなかなか変えられ
ない。
現行でも、事実婚で
同一の効果は得られ
るので
そこで、実績を作っ
てから、裁判を起こ
して
違憲判決を勝ち取っ
て、少しずつ前進し
て、ある日変えるこ
とが出来ると思う

現行の制度でも特に
不便や不利益を感じ
ていない

現在の民法のもとでは、結婚に際し
て、男性又は女性のいずれか一方が、
必ず氏を改めなければなりません。そ
して、現実には、男性の氏を選び、女
性が氏を改める例が圧倒的多数です。
ところが、女性の社会進出等に伴い、
改氏による職業生活上や日常生活上の
不便・不利益、アイデンティティの喪
失など様々な不便・不利益が生じてい
ると感じております。

法律で夫婦同姓を義務づけている国は
日本だけ。国連からも、女性が婚姻前
の姓を保持できるよう夫婦の氏の選択
に関する法規定を改正するよう勧告さ
れています。夫婦・家族のかたちはさ
まざまであり、それぞれの選択に寛容
な社会をつくっていくことが急務で
す。世論調査でも、とりわけ若い世代
の中で、選択的夫婦別姓や同性婚の導
入に賛成の意見が多数であり、実現の
機は熟しています。

家制度の名残。また
通称使用は万能では
なく、納税、金融、
保険など様々な場面
で制約があり、女性
活躍の大きな障壁と
なっている。

個人の意思を尊重す
べき

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

９．働き方改革やワークライ
フバランスの観点から労働時
間の短縮が必要だともいわれ
ています。労働時間短縮につ
いてどうすべきだとお考えで
すか。（いずれかをお選びく
ださい）

必要 どちらともいえない どちらともいえない 必要 どちらともいえない どちらともいえない

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。



氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平

政党名 NHK党　ガーシー党 NHK党 無所属 日本共産党 無所属 参政党 自民党

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

私自身IT系の仕事を
しているが
人が8時間かかる仕事
を15分で終わらせる
と
もう帰っていいはず
だが、別の仕事を振
られるか、サボって
ると言われる。
また、10時間かかっ
た人は残業代が支払
われる上に、あいつ
は頑張っている、と
能力と報酬が逆転し
ている。
効率的な人は早く帰
れるのはおおいにや
るべき

それぞれの価値観に
任せるべきだと考え
る

ワークライフバランスは重要だと思い
ます。ただ、コロナ禍でテレワークや
ワーケーションという新しい働き方が
定着しつつあるなか、以前ように労働
時間を一律に定めるのではなく(もちろ
ん、過度な残業等は規制が必要ですが)
多様な働き方改革を進めていくべきと
考えます。

長時間労働は、働く人の身体と心の健康を
傷つけるとともに、家族や子育て、地域社
会など日本社会の健全な発展にも大きな妨
げになっています。過労死という悲劇が繰
り返され、長時間労働の是正が叫ばれ続け
ながら、事態が悪化し続けたのは、日本の
労働法制に決定的な弱点があるからです。
一つは、残業時間の上限規制も勤務と勤務
の間に最低とるべき休息時間―インターバ
ル規制もないことです。また残業代によっ
て、長時間労働を経営的に抑制するという
役割がきちんと発揮されていないことで
す。残業代の割増率が25％というのは、ア
メリカ、イギリスの50％、フランスの週8時
間まで25％ー週8時間以上は50％、ドイツ
の日２時間まで25％ーそれ以上は50％など
と比べても低いうえに、残業時間を過少に
申告させる、規定以上の残業代は認めない
など、「サービス残業」という会社による
違法行為＝企業犯罪がまかり通っていま
す。長時間労働を是正し、過労死をなくす
ためには、残業時間の上限規制と割増残業
代をきちんと支払わせる、二つの「歯止
め」を強化し、きちんと機能するようにし
なければなりません。

一律に短縮すること
が正解ではない。

仕事は時間だけでは
かるものではない。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

10．気候変動についておたず
ねします。現在、人間活動に
伴う大気中の二酸化炭素量の
増加などが気候変動要因の一
つに挙げられ、早急な対策が
求められています。気候変動
対策について具体的なお考え
をお聞かせください。

二酸化炭素は温暖化
効果ガスの一つでは
あるが、メタンガス
の方が影響は大き
い。
メタンガスは燃やし
て二酸化炭素にした
方が環境には良い。
二酸化炭素の吸収先
は海水が大半なので
海水の温度を下げる
対策を行うべきで
海藻類を増やすべき

専門家では無いので
具体的にわかりませ
ん

再エネの普及は最優先すべきだと思うが、
現在の再エネは太陽光に偏りすぎていてあ
まりにも安定性に欠けています。そのた
め、質の良い安定した電力を確保するには
現状どうしても調整電源としての火力発電
が必要となっています。しかも、昨今では
大規模な森林伐採を伴うメガソーラー開発
は全国各地で問題になっています。
ただただ再エネを増やすのではなく、地域
地域で再エネの安定性を図っていく取り組
み(VPPや蓄電設備増強)が重要だと考えま
す。また、生み出した電力を余すことなく
系統に乗せるための送配電網の増強も必要
だと考えます。
欧州からは、まるで我が国がCO2削減に後
ろ向きであるかのように発言されることが
あるが、陸続きで電力をはじめとしたエネ
ルギーの融通をしあえる欧州と島国日本で
はまったく事情が違います。
他国の圧力に屈することなく、しかしなが
ら2050年カーボンニュートラルに向かって
「エネルギーの安定供給と地球環境の改善
の両立」をなし得なければならないと考え
ます。

国連は、2030年までに大気中への温室効果
ガスの排出を2010年比で45％削減し、2050
年までに実質ゼロにすることを求めていま
す。ところが日本は、一番肝心な2030年ま
での削減目標は、「2013年度比で46％削
減」。これは2010年比にすると42％減であ
り、国連が示した全世界平均よりも低い、
恥ずかしいものです。目標をただちに引き
上げる必要があります。
さらに、政府はこの期におよんで石炭火力
に固執し新増設と輸出を進め、「脱炭素」
を口実に原発だのみのエネルギー政策を加
速させようとしています。石炭火力の新規
建設・計画、輸出を中止し、既存の石炭火
力についても、2030年を目途に計画的に廃
止するエネルギー政策への転換、原発ゼロ
の政治決断が必要です。また政府の目標
は、CO₂ を回収し地下に貯留する技術や、
火力の燃料にアンモニアを混ぜたり、アン
モニア単独で燃やす技術など、実用化のメ
ドも立っていない「新技術」を前提にして
います。新技術の開発は必要ですが、それ
を前提にすればCO₂ 削減の先送りになるだ
けです。エネルギー消費を20～40％減ら
し、再生可能エネルギーで電力の40～50％
程度をまかなえば、2030年までにCO₂ を50
～60％程度削減できます。

脱炭素の動きを加速
するべき。省エネと
再エネ、蓄エネを主
軸とした技術開発を
急ぐ必要がある。そ
の間は、バイオ燃料
の積極導入や原子力
発電を活用する必要
がある。

まず、二酸化炭素が
及ぼす真の影響につ
いて正しい情報を提
供すべき。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

11．原子力発電についておた
ずねします。（いずれかをお
選びください）

原子力発電はやめる
べき

原子力発電を継続す
べき

どちらともいえない 原子力発電はやめるべき
原子力発電を継続す
べき

原子力発電はやめる
べき

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

①上記質問でそれぞれお答え
いただいた回答について理由
をお聞かせください。

原子力発電の定義が
あいまいなので、こ
こで述べられている
原子力発電は核崩壊
炉とする。
いわゆる今、存在し
ている原子力発電
だ。
これは無くすべきだ
が、次世代の
核融合炉は推進すべ
き。
プラズマ炉内で水素
を一億度で燃やして
核融合を起こすタイ
プ。
これなら、低レベル
核廃棄物しか出ない
ので
安全である

エネルギー不足や光
熱費高騰が現実的な
問題としてある以上
は稼働させるべきで
ある

エネルギー政策と経済政策、温暖化防止政
策は別々に考えるべきではないと思いま
す。
例えば、「原発賛成ですか反対ですか」と
か「再生可能エネルギー賛成ですか反対で
すか」といった一片を切り取った議論は違
うと思う。
原発が欲しくてたまらない人はそうそうい
ないし、再生可能エネルギーに反対する人
もそうそう居ないです。でも、地下資源に
恵まれずエネルギー自給率の低い我が国に
とって、エネルギーの安定供給は経済の発
展どころか安全保障上も最も重要なことで
す。
先の大戦で我が国は多くの犠牲を払い、多
くの人々を傷つけてしまった。しかし、こ
の戦争はなぜ起こったのか。皆さんもう一
度よく考えてほしい。
確かに、一部の軍部の人は我が国の覇権を
世界に示したくて突き進んだかもしれな
い。
でも、最も大きな理由はエネルギーの確保
のためだったはずです。
そういったことを考えれば、水力、火力、
原子力、再生可能エネルギーと様々な電源
を持っておくのは必要だと考えます。
エネルギーの安定供給があってこそ国民の
生活も豊かになり、経済発展も望めると考
えます。つまり、原発の賛成反対や再エネ
の賛成反対ではなく、エネルギーの安定供
給を成しえるためには「あらゆる可能性を
否定しない」ことが必要ではないかと思い
ます。
もちろん、火力にはCCS(二酸化炭素分離回
収・貯留)がセットでなければならないと思
うし、原発の再稼働には地元住民の合意が

原発は、放射能汚染という最悪の環境
破壊を引き起こします。事故が起きな
くても使用済み核燃料が増え続け、数
万年先まで環境を脅かし続けます。最
悪の環境破壊を引き起こす原発を「環
境のため」といって推進するほど無責
任な政治はありません。しかも、原発
に固執する政府のエネルギー政策は、
危険な「老朽原発の延命」をしても、
近い将来の新増設が必須となります。
しかし、福島原発事故を経験し、国民
多数が原発ゼロを望んでいる日本で、
どこに新しい原発をつくれるところが
あるでしょうか。原発の新増設を前提
としたエネルギー政策は、電力供給の
面でも破たんする無責任な政策です。

エネルギー自給や脱
炭素のためにも現時
点において欠かせな
い設備である。ま
た、廃炉にするにし
ても技術者が必要で
あり、今すぐにやめ
る選択肢を取ること
は、それすらも難し
くなり、現実的では
ない。

いずれゼロにすべ
き。自然の力を甘く
みてはいけない。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

②静岡県には浜岡原子力発電
所があり、現在は運転停止中
です。浜岡原子力発電所につ
いてどのようにお考えです
か。（いずれかをお選びくだ
さい）

廃炉にすべき
安全性が確認できた
ら運転しても良い

どちらともいえない 廃炉にすべき
安全性が確認できた
ら運転しても良い

廃炉にすべき

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。



氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平

政党名 NHK党　ガーシー党 NHK党 無所属 日本共産党 無所属 参政党 自民党

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

核崩壊炉は廃止し、
核融合炉に置き換え
るべき。

わからない前提です
が運転停止していれ
ば安全なのでしょう
か？

１１の回答と同じです。重要なのは、
原子力規制委員会の新規制基準に係る
適合性の審査を踏まえたうえで、地域
住民の合意の上で再稼働はなされてい
くべきだと考えます。

東日本大震災、福島第一原発事故により、
当時の政府が運転停止を要請した全国で唯
一の原発が浜岡原発です。南海トラフ巨大
地震の震源域に建ち「世界一危険な原発」
といわれているからです。政府は「世界最
高水準の安全基準で、安全が確認された原
発は再稼働する」という方針ですが、「新
基準」は、福島原発事故の原因究明もない
まま、再稼働を急ぐために「スケジュール
先にありき」で決定したものです。重大事
故への対策は部分的で、EUで義務づけてい
るコアキャッチャー（溶融炉心を受け止め
て冷やす装置）はなくてもよいとしていま
す。活断層があっても、その真上に原子炉
など重要な設備でなければ建設してもよい
など、きわめてずさんなものです。また、
電源が失われ燃料を冷やせなくなれば、最
悪の場合1時間半程度で放射能が漏れだしま
す。万が一事故が起きた場合の住民の避難
対策は自治体任せであり、実効性の保障も
ありません。

そのための安全確認
である。

巨大地震の震源域に
あるから

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

12．SDGsが目指す持続可能
な社会の主力となるクリーン
エネルギーとして太陽光など
の再生可能エネルギーの導入
が推進されていますが、どの
ようにお考えですか。（いず
れかをお選びください）

推進すべき 推進する必要はない 推進すべき 推進すべき 推進すべき どちらともいえない

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

まず、エネルギー
の、地産地消を行う
べきで
再生可能エネルギー
をメインとし
補助で火力や水力、
そして原子力も合わ
せて
バランス良く配置す
る

情報公開が不十分で
ある

１０及び１１で回答した通りです。

政府の試算でも、日本における再生可
能エネルギーの潜在量は、現在の国内
の電力需要の５倍です。再生可能エネ
ルギーによる電力を、2030年までに
50％、2050年までに100％にすること
は十分可能です。再生可能エネルギー
の導入が進むほど価格は下がってお
り、新設の発電コストを電源別に比較
すると、いまでは太陽光発電が最も安
く、風力がそれに次いでいます。一
方、石炭火力は太陽光の３倍、原発は
４倍ものコストがかかります。潜在的
可能性をくみつくす再生エネルギーへ
の大転換の戦略をもつことは急務で
す。

当然のこと。ただ
し、蓄電池や送電
網、グリーン水素な
どの実装を同時に進
めなければ効果が薄
まってしまう。

太陽光はエコではな
い

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

13．リニア中央新幹線につい
ておたずねします。現在、静
岡県内の工事がストップして
います。リニア中央新幹線に
ついてどのようにお考えです
か。また、水問題についての
お考えがあればお聞かせくだ
さい。

知事だけが、反対し
ているように見えて
しまっているのは残
念。
知識の主張はたった
一点で、大井川を渇
水させるな、である
と思う。
JR東海の社長がお亡
くなりになってしま
い
交渉が振り出しに
戻ってしまうのでな
いかと
危惧している。
知事にも直接メール
したが伝言ゲームに
なっていて、JRや国
土交通相と齟齬があ
るように見える。私
が直接架け橋になり
ます。と提言してい
る。
リニア新幹線は国益
になるので進めるべ
き

徹底的に議論される
べきである、リニア
による
水源の問題のみなら
ず浜松市の水道や熱
海市の水害の問題も
県知事を中心として
同列に議論されるべ
き

大井川流域(川根本町、島田市、菊川市、掛川
市、袋井市、藤枝市、焼津市、吉田町、牧之原

市、御前崎市)の飲み水としてはもとより、農
業、工業を支える重要な資源と認識していま

す。

大井川用水(農業用水)は約13,000haの農地が恩恵
を受けており、水田のみならずお茶やクラウン

メロンなど地域の特産品にとって最も重要な水

インフラとなっています。また、大井川用水は

本来目的の農業用水供給のほか、防火用水や工

業用水にも使用されています。

上流部には多くのダムが建設され、その多くが

水力発電を担っています。地球温暖化防止・

CO2削減が世界の課題となっている今、再生可
能エネルギーの中でも最も安定した電力を供給

できる水力発電は非常に重要であります。

また、中下流部を中心に多くの工場が立地して

います。これは、きれいな地下水が豊富にある

ため精密機器や飲料などを製造するのに欠かせ

ないからであります。こうした産業は、地域の

雇用や経済に大変重要な役割を果たしていま

す。

以上のことからも、大井川の水を守るというこ

とは地域の文化・産業・雇用を守ることに直結

すると考えています。

さらに、大井川上流部にはかけがえのない自然

が多く残されており、そこには希少植物や希少

動物も多く、これらも、大井川の水や自然があ

ればこそであると考えています。

「水」を守ることは「命」を守るということだ

と考えます。

今世紀最大の超巨大開発事業であるリ
ニア中央新幹線建設事業は、かつてな
いほど自然環境・生活環境を破壊しま
す。新型コロナ禍への対応としてのテ
レワーク等の普及で、働き方にも大き
な変化が現れ、高速移動手段を絶対視
する社会から、ゆとりを持った社会へ
の転換を求める声が広がました。新幹
線の４倍もの電力を消費することから
気候危機対策に逆行するなど、リニア
事業の必要性や継続が問われる事態に
直面しています。工事をめぐり、外環
道の大深度地下トンネル工事での調布
陥没空洞事故、豪雨により盛り土が崩
落した熱海土石流被害など命と安全に
かかわる事態も発生しました。リニア
工事費は約1.5兆円膨張しています。大
井川減水問題で南アルプストンネル静
岡工区の工事が未着工で、2027年開業
は先送りせざるを得なくなっていま
す。必要性の乏しいリニア中央新幹線
建設事業の中止を決断すべきです。

科学的工学的な根拠
に基づいて対話を尽
くすことが大前提。
参議院予算委員会で
静岡県の立場を政府
に伝えたのは私しか
いない。引き続き、
県とも連携して情報
を公開する中での議
論の促進を図ってい
きたい。

水問題については地
元の理解がはかれる
よう、JRはしっかり
対応すべき

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

14．ロシアによるウクライナ
への軍事侵攻で世界平和が危
機にさらされています。ロシ
アがウクライナから撤退し、
戦争をやめさせるために日本
はどのようにすべきだとお考
えですか。

ロシアへの経済制裁
を世界と同調して行
うべき

特に何かをするべき
では無い

今回のウクライナ危機を通じ、国連の
機構改革が早急に必要だとつくづく感
じました。国連の安保理常任理事国
は、第二次世界大戦の戦勝国で組織さ
れており、恒久的な地位を持っていま
す。手続き事項を除く全ての事項に関
する安保理の議案への拒否権を持って
いて、安保理常任理事国のうち1か国
でも反対すれば、議案は成立しませ
ん。多数決がすべて正しいとは思いま
せんが、5カ国の内1カ国でも反対した
ら議案が成立しないという組織はおか
しいと思います。
この国連安全保障理事会の改革の為に
は、我が国の常任理事国入りを目指す
とともに常任・非常任双方の議席の拡
大が必要だと思います。世界各国との
信頼・協力関係をより一層構築し、真
の意味で国連が世界の警察となれるよ
うな働きかけを全力で行うべきです。

バイデン米大統領が「民主主義対専制
主義のたたかい」といい、岸田首相も
「価値観を共有するＧ７主導の秩序回
復」を繰り返していますが、今大切な
のは、あれこの『価値観』で世界を二
分することでなく、『ロシアは侵略を
やめよ』『国連憲章を守れ』　この一
点で全世界が団結することです。日本
がこの方向で戦争を終わらせるため
に、９条に基づく外交努力を日本政府
がおこなうことこそ必要です。

G7との足並みを揃え
るだけでなく、プー
チン大統領との直接
会談も行い、日本の
立場と平和への思い
をしっかり伝えるべ
き。経済制裁は必
要。

わかりません

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

15．日本の防衛力強化につい
てどのようにお考えですか。
（いずれかをお選びくださ
い）

賛成 賛成 賛成 反対 賛成 賛成

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。



氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平

政党名 NHK党　ガーシー党 NHK党 無所属 日本共産党 無所属 参政党 自民党

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

防衛力は強化してよ
い。
ウクライナは昔核兵
器を持っており、そ
れを
放棄し、中立国宣言
のみで国を守ろうと
したが、ロシアに進
攻された。
まったく同じ状況が
日本である。
攻め混んだらワン
ちゃん勝てるかも、
と、
思われたら攻められ
るので
攻撃されないために
防衛力アップは必要

当然だと考える

我が国が、今後も平和国家としての歩みを続け

ることは当然ですが、一方で我が国自身の独立

を維持し、領域を保全し国民の生命と財産を

守っていく事は国の責務だと思います。その為

には、必要最低限の防衛力を確保すると共に唯

一の同盟国である米国との同盟関係を一層進展

させ、また、世界各国との協力関係を拡大・深

化させていく外交努力が必要です。

現在、日本を取り巻く安全保障環境は大きく変

化し、より厳しさを増しております。近隣諸国

では、迎撃が困難な「極超音速ミサイル」の開

発も進んでおりますし、昨年4月から12月末まで
に領空侵犯の恐れのある航空機に対し航空自衛

隊が緊急発進（スクランブル）をした回数は785
回に上りました。サイバー攻撃も深刻化してお

ります。その対処のために、防衛費の増額が必

要であれば致し方ないと考えますが、GDP２％
超が適切かどうかは慎重な議論が必要だと考え

ます。

日本は平和憲法を有する国として、常にお互い

の信頼関係の醸成に全力を注ぎ、特にお互いの

違いを認め理解し合える関係を構築すること。

これこそが最も大切なことだと思います。自分

たちが平和であるだけでなくまわりの国も平和

にしていく。そういう努力をして初めてまわり

の国々からも尊敬される国になれるのではない

かと考えております。

５月２３日の日米首脳会談で、岸田首相は
「日本の防衛力を抜本的に強化する」との
べ、「敵基地攻撃能力」の保有検討に言及
し軍事費の「相当な増額」をアメリカに誓
約しました。しかし「力対力」の先に平和
は決して訪れません。世界と地域を分断
し、新たな軍事的緊張をつくりだし「軍事
対軍事」の危険な悪循環をつくりだしま
す。それは戦争への道にほかなりません。
また、この道を進むとなれば途方もない大
軍拡が必要となり、それが暮らしを押しつ
ぶすことになります。戦争を起こさないた
めに、知恵と力をつくすのが政治の役目で
す。いまＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連
合）は、東アジアサミット（ＥＡＳ）を強
化し、この地域を「対抗でなく対話と協力
の地域」にし、ゆくゆくは東アジア規模の
友好協力条約を展望しようという壮大な構
想「ＡＳＥＡＮインド太平洋構想（ＡＯＩ
Ｐ）」を明らかにしています。いま日本が
とりくむべきは、ＡＳＥＡＮの国ぐにと手
を携えてＡＯＩＰを本気で推進することに
あります。東アジアを戦争の心配のない平
和な地域にしていくための、憲法９条を生
かした平和外交こそが強く求められていま
す。

金額ありきではな
く、真に必要な防衛
装備などを積み上げ
る。

自分の国は自分たち
で守るべきと考える

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

16．ロシアの核兵器による威
嚇で日本も核兵器を共有すべ
きだとした発言が出ています
が、唯一の戦争被爆国として
核兵器についてどのようにお
考えですか。

核無き核保有宣言を
行うべき
核兵器を80％作って
おき、有事の際に8時
間で完成させること
が出来る、という
宣言を世界、とくに
隣国にすべき
これは政策にしてい
て
日本はすでに核兵器
を作れる国だよ、と
宣言する

様々な議論はされる
べきである

我が国は、戦後一貫して平和国家とし
ての道を歩み、専守防衛に徹し他国に
脅威を与えるような軍事大国とはなら
ず、非核三原則を守るという基本方針
を堅持してしました。原爆は、無差別
にすべてのものを焼き尽くす、正に人
類史上最悪の産物だと思っておりま
す。
日本は唯一の戦争被爆国として核兵器
のない世界を実現する為に不断の努力
をし続けるべきです。今回のウクライ
ナ危機で核の脅威を改めて再認識いた
しました。核の脅威をちらつかせ、力
で従わせて支配することなど絶対に
あってはいけません。唯一の被爆国と
して、非核三原則を持つ国として、世
界に核兵器の残忍さを伝え核不拡散、
核軍縮のリーダーシップを発揮すべき
だと考えますので、非核三原則を今後
も堅持すべきですし、核シェアリング
についても現行憲法下において検討さ
れるべきものではないと考えます。

安倍元首相や維新の会が「核共有」を
主張していることは被爆国の政党、政
治家にあるまじきことです。核兵器の
「共有」は、核による拡大抑止＝抑止
力をさらに強化していくということ
で、「相手が核兵器できたら、こちら
も核兵器を強化する」という論理で
す。核大国の指導者が核兵器の先制使
用を言明するもとで、「核抑止」はい
よいよ無力であり、「核共有」などと
いう議論は、際限ない核軍拡と核戦争
の危険を増大させるだけだということ
が鮮明になっています。核兵器は、人
間に持たせてはならない「絶対悪」の
兵器です。核兵器の使用を止める唯一
の保障は、全世界から核兵器を廃絶す
ることしかありません。

必要ない。

現在の状況をみれ
ば、抑止力としての
核はなんらかの検討
する必要がでている
と感じる

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

17．核兵器禁止条約が2021年
1月に発効しました。日本は
唯一の戦争被爆国ですが核兵
器禁止条約に署名していませ
ん。日本が核兵器禁止条約に
署名していないことについて
はどのようにお考えですか。
（いずれかをお選びくださ
い）

署名しなくても良い どちらともいえない 署名すべき 署名すべき 署名すべき どちらともいえない

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

上記質問でそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

条約の中に不備があ
るので
署名しなくてもよ
い。
非核三原則を守りつ
つ、核無き核保有宣
言を出せるので、署
名してもしなくても
良いが
条約の不備を直せば
署名してもよい。

国際情勢を見極めて

現在、核兵器禁止条約を批准している
国はいずれも核兵器を保有していない
国々で中南米、アフリカ、南太平洋諸
国などが中心となっております。核兵
器はアメリカとロシアで全体の9割を
持っているわけですから、この2国を
含めた核保有国の多くを巻き込んでい
く必要があります。我が国は、唯一の
被爆国として、核兵器の残忍さ非生産
性を世界に訴え続け粘り強く交渉する
ことで、核兵器禁止条約を実効性のあ
るものとするべく不断の努力を続ける
べきと考えます。

唯一の戦争被爆国でありながら、核兵器禁
止条約への署名、その批准を拒んでいる日
本の政治を変えなければなりません。日本
政府は、国際的には禁止条約に賛成する
国々と、これに反対する核保有国などの
「橋渡し」をするとしています。しかし実
際には、アメリカをはじめ核保有国の意向
にそった言動をくりかえしています。日本
政府が2020年の国連総会に提出した決議案
は、核兵器禁止条約を全く無視し、核兵器
廃絶を「究極」の課題として未来永劫に先
送りする内容のものでした。この核保有国
寄りの姿勢には、非核保有国からも批判が
あがりました。日本政府の態度は世界の流
れに逆行し、これを妨害するものであり、
被爆国としての国際的な信用を失うもので
す。この姿勢をあらため、被爆国にふさわ
しい役割をはたすならば、アジアと世界の
情勢に前向きの変化をもたらすことになり
ます。日本政府が核兵器禁止条約に反対す
る最大の理由は、日本がアメリカの「核抑
止力」＝「核の傘」に依存しているからで
す。日本が進むべき道は、核抑止の呪縛か
ら抜け出し、核兵器禁止条約に参加するこ
とです。

署名し、締約国会議
にオブザーバーとし
て参加し、核兵器保
有国と非保有国との
実効性ある橋渡し役
を務める必要があ
る。

現状、世界の動きが
流動的である以上、
真に効果のあるもの
かを見極める必要が
ある。
ただし、本来の日本
の立場であれば率先
して進めていくべき
話

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

18．憲法についておたずねし
ます。（いずれかをお選びく
ださい）

憲法条文変更を行う
べき

どちらといえない 憲法条文変更を行うべき 憲法条文変更は必要ない
憲法条文変更を行う
べき

どちらといえない

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。



氏名 舟橋夢人 堀川圭輔 平山　佐知子 鈴木ちか 山崎真之輔 山本貴史 若林洋平

政党名 NHK党　ガーシー党 NHK党 無所属 日本共産党 無所属 参政党 自民党

憲法条文変更を行うべきとお
答えいただいた方は具体的に
何条をどのように改正したほ
うが良いとお考えですか。そ
の他の方はそれぞれお答えい
ただいた回答について理由を
お聞かせください。

9条の2項を削除
戦力の不保持は防衛
のための戦力も
含まれると解釈でき
るので
最悪の場合、敵が攻
めてきて撃たれても
反撃出来ない。自衛
隊が人の壁となって
しまい、装備品を
持った人間の標的に
なるだけになってし
まうので
戦えない

勉強中ですが大日本
帝国憲法復元改正論
という事に興味を
持っております

太平洋戦争において、多数の犠牲者を生ん
だ反省と平和への強い意志、本当に辛い経
験をした人たちの心からの希望や叫びが憲
法第9条の制定に繋がったのだと考えていま
す。平和を希求する思いは万国共通であり
憲法第9条は世界に誇れる平和の規範だと
思っておりますので、守っていくべきもの
でその改正には慎重であるべきと考えてい
ます。一方、現行憲法制定から70年以上が
経過し、実際に現在の日本にそぐわなく
なっているものもございます。例えば、一
票の較差の問題。最高裁において何度とな
く違憲判決が言い渡され、結果、参議院の
地方区においても｢合区｣(二つの県を一つの
選挙区とすること)となりました。このまま
では、人口の多い都市部の意見ばかりが反
映されてしまう危惧があります。日本は各
地に根付いた文化、風習、多様な考え方が
あり単に有権者数が多いか少ないかで計れ
ないものだと感じております。憲法を不磨
の大典とはせず、むしろ日本の良さを残す
ために国民で議論し、その上で時代に合わ
せて改正されるべきところは改正すべきだ
と考えております。

アジア諸国民と日本国民に甚大な犠牲
をもたらした侵略戦争への深い反省の
上に憲法は制定されました。前文で
「政府の行為によつて再び戦争の惨禍
が起ることのないやうにする」と決意
し、９条で戦争放棄・戦力不保持を掲
げています。ロシアのウクライナ侵略
という暴挙によって第２次世界大戦後
の国際秩序が大きく揺らぐ中、７５年
前に日本が世界に向かって発信した平
和主義の原点に立ち返り、改憲を許さ
ず憲法を守り生かす取り組みを強める
ことが一層重要になっています。９条
に示された平和主義を守るとともに、
「幸福追求権」（13条）、「生存権」
（25条）、「財産権」（29条）など、
憲法が国民に保障した豊かな権利を全
面的に実現する政治、憲法を生かした
政治を実現するために力をつくす決意
です

緊急事態条項や地方
自治の充実などの条
文追加・変更を行う
べき。

改憲ではなく、日本
人による日本人のた
めの憲法を新たに創
憲すべき。

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。

18．今回の参議院選挙で重点
にあげる政策をお聞かせくだ
さい。

年金２倍
1960年以降生まれた
人は年金が払い損に
なるのでそれを是正
し
どの年代の人も年金
が払い損にならない
制度にする。
今、年金をもらって
いる人は約２倍に増
える。

NHKと国民の間で起
こる受信料問題の解
決の為にスクランブ
ル放送を目指す

社会福祉政策全般ですが特に「子ども
虐待防止」「障がい者の所得倍増」
「地域包括ケアシステムの構築」を訴
えていきます。

●ウクライナ侵略に乗じた「力対力」
の企てを止め、「外交による平和」を
つくりだします
　「国連憲章まもれ」の一点で世界が
団結してウクライナ侵略を止めます
　「核には核」の対抗でなく、日本が
核兵器禁止条約に参加し、核兵器廃絶
の先頭に
　危機に乗じた憲法9条改憲による
「戦争する国」づくりは許しません
　東アジアを平和の地域にするため
に、憲法9条をいかした外交を

●物価高騰から暮らしを守り、新自由
主義を転換して「やさしく強い経済」
をつくります
　消費税を5%に緊急減税、インボイ
スは中止に
　年金削減を中止し、学費は半額、給
食費は無料に
　中小企業を支援し最低賃金を全国一
律1500円に
　原発ゼロ、純国産の再生可能エネル
ギーの大普及を
　年収240万円、生涯1憶円もの差とな
る男女の賃金格差をなくす

物価高対策、賃上
げ、中小企業支援、
教育・子ども施策の
充実、社会保障施策
の充実、新しい産業
振興、デジタル人材
育成、ジェンダー平
等、アフターコロナ
戦略、脱炭素、食料
安保

国民のために、正し
い情報を出せる国に
すること

回答期日まで
に回答を頂け
ませんでし
た。


